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１ 職員の給与関係

平成26年職員給与実態調査の概要

(1) 調査の目的と時期

地方公務員法（昭和25年法律第261号）第８条に基づき、本県職員の給与の実態を明

らかにし、給与制度の研究に必要な基礎資料を得るため、平成26年４月現在における

職員給与の実態を調査したものである。

(2) 調査対象者

調査対象職員は、次の条例の適用を受ける職員で、平成26年４月１日に在職する者

である。ただし、休職中である職員、公益的法人等へ派遣されている職員、育児休業

をしている職員、育児短時間勤務をしている職員、自己啓発等休業をしている職員、

非常勤職員及び臨時的に任用されている職員等は除く。

(ｱ) 職員の給与に関する条例（昭和27年栃木県条例第１号）

(ｲ) 栃木県公立学校職員給与条例（昭和32年栃木県条例第34号）

(3) 調査の内容

平成26年４月分の給料及び諸手当の支給状況、年齢、性別、学歴、経験年数等につ

いて調査を行った。

(4) 調査の方法

職員の給与に係る電算資料を基に、電算処理により職員給与支給状況資料を得た。

(5) 調査の結果

平成26年４月１日現在における職員の給与等の実態は、第１表から第12表のとおり

である。
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第１表 職員の平均給与月額等

職 員 の 区 分 全 職 員 一般職員 うち行政職員 警 察 官 教 員

人 人 人 人 人

職 員 数 22,955 6,417 4,960 3,256 13,282

円 円 円 円 円

給 料 の 月 額 367,379 347,800 352,297 321,739 388,027

扶 養 手 当 8,316 8,759 9,772 11,872 7,230

給料の特別調整額 4,892 6,215 6,945 2,222 4,906

地 域 手 当 9,910 10,375 9,682 8,610 10,004

住 居 手 当 3,838 4,419 4,071 1,829 4,050

そ の 他 1,705 4,646 363 1,231 401

計 396,040 382,214 383,130 347,503 414,618

歳 歳 歳 歳 歳

平 均 年 齢 43.3 43.0 44.2 37.8 44.9

年 年 年 年 年

平均経験年数 21.0 21.0 22.4 16.5 22.2

（注）１ 再任用職員は含まれていない。（以下第11表まで同じ。）

２ 「行政職員」とは、行政職給料表及び事務職給料表の適用者のうち、国家公務員の福祉職

俸給表の適用を受ける者に相当する職員及び新規学卒の平成26年４月１日付け採用者を除い

たものである。

３ 「給料の月額」には、給料の調整額、教職調整額及び平成18年切替えに伴う現給保障の経

過措置額を含む。（第４表において同じ。）

４ 「その他」は、初任給調整手当、特地勤務手当等である。（第４表において同じ。）

【参考】 職員の区分と適用給料表は次のとおりである。

職員の区分 適 用 給 料 表

一般職員 行政職給料表、事務職給料表、研究職給料表、医療職給料表(１)、医療職給料表

(２)、医療職給料表(３)、技術職給料表(１)、技術職給料表(２)

警 察 官 公安職給料表

教 員 教育職給料表(１)、教育職給料表(２)

（注）１ 事務職給料表は、行政職給料表の１級から７級までを使用し、小学校、中学校、高等学校

等に勤務する事務職員に適用

２ 技術職給料表(１)は、医療職給料表(２)の１級から５級までを使用し、学校栄養士に適用

３ 技術職給料表(２)は、医療職給料表(３)の１級から５級までを使用し、学校看護師に適用
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第２表 職員の適用給料表別人員、平均年齢、平均経験年数

職員の区分 給 料 表 適 用 人 員 平 均 年 齢 平均経験年数

人 歳 年

行 政 職 4,339 43.4 21.4

一 事 務 職 779 44.9 24.2

研 究 職 266 41.6 18.8

般 医 療 職 (１) 87 47.0 23.3
医 療 職 (２) 279 41.2 18.5

職 医 療 職 (３) 562 38.4 15.8
技 術 職 (１) 103 40.3 18.9

員 技 術 職 (２) 2 55.0 34.7

小 計 6,417 43.0 21.0

警 察 官 公 安 職 3,256 37.8 16.5

教 育 職 (１) 3,468 44.5 21.7
教 教 育 職 (２) 9,814 45.0 22.3
員

小 計 13,282 44.9 22.2

全 職 員 22,955 43.3 21.0

第３表 職員の適用給料表別、学歴別、性別人員構成比

学 歴 別 人 員 構 成 比 性別人員構成比

職員の区分 給 料 表 計

大学卒 短大卒 高校卒 中学卒 男 女

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

行 政 職 100.0 76.4 6.8 16.7 0.1 74.1 25.9

一 事 務 職 100.0 38.6 21.2 40.2 - 37.4 62.6

研 究 職 100.0 95.9 2.6 1.5 - 78.6 21.4

般 医 療 職(１) 100.0 100.0 - - - 73.6 26.4

医 療 職(２) 100.0 77.8 22.2 - - 41.2 58.8

職 医 療 職(３) 100.0 22.1 76.5 1.4 - 16.4 83.6

技 術 職(１) 100.0 39.8 60.2 - - 2.9 97.1

員 技 術 職(２) 100.0 - 100.0 - - - 100.0

小 計 100.0 67.7 16.0 16.3 0.0 62.2 37.8

う ち 行 政職員 100.0 70.5 9.0 20.5 0.0 69.0 31.0

警 察 官 公 安 職 100.0 59.2 4.7 36.1 0.0 93.6 6.4

教 育 職(１) 100.0 95.0 2.5 2.5 - 58.1 41.9

教 教 育 職(２) 100.0 90.4 9.6 0.0 - 45.1 54.9

員

小 計 100.0 91.6 7.7 0.7 - 48.5 51.5

全 職 員 100.0 80.3 9.6 10.1 0.0 58.7 41.3
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第４表 職員の平均給与月額

その１ 職 員 別

職員の区分

全 職 員 一般職員 うち行政職員 警 察 官 教 員
給与種目

円 円 円 円 円
給料の月額 367,379 347,800 352,297 321,739 388,027

26 扶養手当 8,316 8,759 9,772 11,872 7,230
・ 給料の特別調整額 4,892 6,215 6,945 2,222 4,906
４ 地域手当 9,910 10,375 9,682 8,610 10,004
・ 住居手当 3,838 4,419 4,071 1,829 4,050
１ そ の 他 1,705 4,646 363 1,231 401
計（Ａ） 396,040 382,214 383,130 347,503 414,618

円 円 円 円 円
給料の月額 369,015 349,364 353,660 322,815 389,926

25 扶養手当 8,443 8,944 9,965 11,921 7,344
・ 給料の特別調整額 4,902 6,145 6,799 2,225 4,956
４ 地域手当 9,944 10,359 9,634 8,673 10,055
・ 住居手当 4,109 4,901 4,620 1,951 4,254
１ そ の 他 1,857 4,875 384 1,753 416
計（Ｂ） 398,270 384,588 385,062 349,338 416,951

％ ％ ％ ％ ％
（Ａ）
×100 99.4 99.4 99.5 99.5 99.4

（Ｂ）

その２ 給 料 表 別

給与種目 給料の 給 料 の
扶養手当 地域手当 住居手当 その他 計

給料表 月 額 特別調整額

円 円 円 円 円 円 円
行政職 349,212 10,339 7,516 9,698 4,233 324 381,322
事務職 340,376 4,796 2,360 8,688 3,037 521 359,778
研究職 357,850 9,498 6,153 9,687 5,970 - 389,158
医療職(１) 512,431 12,902 28,687 83,103 9,299 313,967 960,389
医療職(２) 343,873 6,158 3,848 8,846 4,029 - 366,754
医療職(３) 325,286 3,607 406 8,232 6,663 1,139 345,333
技術職(１) 311,825 2,068 - 7,847 3,461 447 325,648
技術職(２) 404,888 - - 10,122 - - 415,010
公安職 321,739 11,872 2,222 8,610 1,829 1,231 347,503
教育職(１) 395,737 8,284 2,935 10,174 5,640 42 422,812
教育職(２) 385,302 6,857 5,603 9,944 3,488 528 411,722
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第５表 職員の扶養手当の対象となる扶養親族数

扶 養 手 当 の 対 象 と な る 扶 養 親 族 数
区分 受 給

配偶者 配偶者が 子、父母 (A)
いない場 等 子のうち特定 職員数
合の子、 計 期間にある者 (B)
父母等の

職員の うち１人 (A) (B)
区 分 (13,000円) (11,000円) (6,500円) (5,000円加算)

人 人 人 人 人 人 人
一般職員 1,401 165 4,397 5,963 1,519 2,884 2.1

警察官 1,508 16 2,477 4,001 555 1,872 2.1

教 員 1,917 309 8,038 10,264 3,092 5,082 2.0

全職員 4,826 490 14,912 20,228 5,166 9,838 2.1

（注）１ 扶養手当の対象となる扶養親族数欄の（ ）内の金額は、それぞれ当該扶養親族につい
ての扶養手当の現行支給月額である。
２ 手当受給者１人当たり平均手当月額は、19,403円である。
３ 特定期間とは、満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの期間をいう。

第６表 職員の給料の特別調整額の支給状況

給 行 事 研 医 医 医 公 教 教
料
表 政 務 究 療 療 療 安 育 育 計

区 職 職 職 職 職 職 職 職 職
分 (１) (２) (３) (１) (２)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

１種 40 1 1 3 45

職 ２種 31 5 17 53
員
の
給 ３種 69 2 8 1 50 130
与
に
関 ４種 106 7 9 10 3 2 137
す
る
条 ５種 224 10 5 6 1 19 265
例

６種 2 4 6

７種

１種 24 34 58
栃
木
県
公 ２種 50 153 203
立
学
校
職 ３種 13 78 532 623
員
給
与
条 ４種 29 23 362 414
例

計 472 42 24 28 17 4 91 175 1,081 1,934

（注）１ 技術職給料表(１)及び技術職給料表(２)の適用者に給料の特別調整額の支給されている
ものはいない。
２ 手当受給者１人当たり平均手当月額は、58,058円である。



- 6 -

第７表 職員の単身赴任手当の支給状況

職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離 手当受給者
区分

１人当たり
60km以上 100km以上

60km未満 受給者計 平均手当月額
100km未満 300km未満

人 人 人 人 円

受給者 157 6 2 165 23,364

第８表 職員の住居手当の支給状況

職員の区分
全 職 員 一般職員 警 察 官 教 員

区 分

人 人 人 人
受 給 者 10,786 3,443 1,267 6,076

11,000円未満 6 3 0 3
借

11,000円以上
家 1,347 358 113 876
27,000円未満

・

借 27,000円 1,821 653 85 1,083

間
小 計 3,174 1,014 198 1,962

自
1,000円 7,612 2,429 1,069 4,114

宅

借家・借間に係る手当受給者 円 円 円 円
１人当たり平均手当月額 25,360 25,570 24,676 25,321

（注） 借家・借間に係る最高支給限度額は、27,000円である。

第９表 職員の寒冷地手当の支給状況

世帯等の 世帯主である職員
その他の 手当受給者

区分
合計 １人当たり

扶養親族 その他の 職 員
平均手当月額

あ り 世 帯主

人 人 人 人 円

受給者 167 127 165 459 11,944
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第10表 職員の通勤手当の支給状況

職員の区分
全 職 員 一般職員 警 察 官 教 員

区 分

人 人 人 人
受 給 者 20,452 5,737 2,396 12,319

交 通 機 関 の み 利 用 1,079 945 63 71

交 通 用 具 の み 使 用 18,995 4,463 2,326 12,206

交 通 機 関
併 用 者 378 329 7 42

交 通 用 具

円 円 円 円
受給者１人当たり平均手当月額 10,434 13,454 8,929 9,320



第11表　職員の適用給料表別、級別、号給別人員分布等

行政職給料表（他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用）

号給

8 8 1
3 1
16 1
46

2 10
7

2 8 5
38 4

7 14
8 4

4 14 11 1
54 31
5 14 2
1 13

2 15 11
8 33

3 10 8
30 18

4 11 11
1 9 40
78 12 9
1 45 18 5
10 9 11 6
5 15 48 6
12 2 9 7
2 2 20 1 3
60 3 11 6
2 2 17 1
29 14 2 6

1 13 16 1 36 6
54 1 5 1 3
3 1 18 4 1 2
1 2 10 5 8 1

12 43 1
2 11 12 7

13 8 27
2 19 6 3
3 1 20 11 6
2 10 43 10
1 16 9 2
3 11 22 8

1 23 20 4
15 34 3

1 10 21 5
1 18 19 8
1 20 18 4

20 34 1
9 45 1 4 4

９級７級 ８級

1
2

５級 ６級１級 ２級 ３級 ４級

3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56

級
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号給
９級７級 ８級５級 ６級１級 ２級 ３級 ４級

級

15 21 16 1
7 18 96
12 19 25
12 22 16

2 14 40 9 1
11 12 1 13
8 29 40
8 27 1 13
5 21 22 21
6 45 13 54
8 20 6 19
3 21 3 12

30 12 43
3 20 3 40
4 18 19 16
8 16 11 15
7 16 57 37
4 19 22 20

19 77 32
16 47 36

2 19 37 532
3 16 28
3 30 57
1 14 25
1 21 9

18 12
10 15
4 7
9 37

1 1
2

1 2
2
4

1 2
1 1
1 26

1

1

57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116
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号給
９級７級 ８級５級 ６級１級 ２級 ３級 ４級

級

308 412 772 1,001 523 1,111 143 51 18

7.1 9.5 17.8 23.1 12.0 25.6 3.3 1.2 0.4

184,902 222,377 297,013 367,899 394,684 418,962 443,595 469,847 510,700

4,339 人
349,068 円

人員計
平均給料月額

121
122

117
118

計(人)

構成比(%)

平均給料
月額(円)

125

123
124

119
120

-　10　-



 事務職給料表 （小学校、中学校、高等学校等に勤務する事務職員に適用）

3 4
1

1
1
10

6 3
1

3 9
1 2 1
4 1 2

1 1
1 1
4 6 5

1 4
1

5 2 2
2 1

9 4 1
1 3 1
6 4 3

1 1
9 1

2
3

11 3
1 2
4

2
1 1
1
1 2
1

4
2 1
5
1 1
5 1
2 5

1 3 5
1 6 4

7 7
3 1 1
4 6
6 3 18

53
54
55
56

49
50
51
52

45
46
47
48

41
42
43
44

37
38
39
40

33
34
35
36

29
30
31
32

25
26
27
28

21
22
23
24

17
18
19
20

13
14
15
16

10
11
12

７級１級 ２級 ３級 ４級

5

2
3
4

1

５級 ６級

9

級

号給

6
7
8
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７級１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
級

号給

7 5
1 6 7 1

9 5 1
4 1 4

1 10 3
1 3
1 8 1
3 7 1
7 1
3 7
8 3 1
5 4 8
6 4 2
2 1 2
4 3 17
1 5 1
1 4 10

3 8
5 3 1 3

3 2 6
1 46

1 4 1
3 3 13

3 1
2 11 1
1 6 5

7 5
3 2

1 8 47
1 4

2
1 2

6
6
5
5
64

1

1113
114
115
116

109
110
111
112

105
106
107
108

101
102
103
104

97
98
99
100

93
94
95
96

89
90
91
92

85
86
87
88

81
82
83
84

77
78
79
80

73
74
75
76

69
70
71
72

65
66
67
68

61
62
63
64

57
58
59
60
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７級１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級
級

号給

81 60 175 254 78 131 -

10.4 7.7 22.5 32.6 10.0 16.8 -

178,883 220,320 317,024 377,844 399,400 418,586 -

人員計 779 人
平均給料月額 340,370 円

117
118
119
120

平均給料
月額(円)

125

121
122
123
124

計(人)

構成比(%)
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　研究職給料表（試験場、研究所等で試験研究又は調査研究業務に従事する職員に適用）

級

号給

1

1

6

1

1

4
2

5

8

3 1
1
2 1

1 1
1 1
4 2

5
1 1
1 4

1
4 2 1
6 2

2
2 3 2
1 1
4 1

1
4 2 4
2 2 1
6 1 1

2 3
2 2 1
2 3 1
4 1 2

５　　級

1
2

１　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級

3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
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級

号給
５　　級１　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級

1 2 2 1
3 2 3
1 3
4 2 1
1 1 5

1 2
2 4
4 2 3
1 1 3

2
3 1

2
2 1 2

4 4
1 1 3
2 4

4 22
1 4

1 2
3
1

2

1

57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
113
114
115
116

- 15 -



級

号給
５　　級１　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級

- 105 88 68 5

- 39.5 33.1 25.5 1.9

- 277,525 378,581 439,397 470,940

人員計 266 人
平均給料月額 355,973 円

117
118

121

計(人)

構成比(%)

平均給料
月額(円)

119
120
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　医療職給料表（１） （病院、保健所等に勤務する医師及び歯科医師に適用）

級

号給

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27 1
28
29
30
31 2 1
32
33
34
35
36
37 4
38
39 1
40
41
42 1
43 2 1
44 1
45 1
46 3
47 2 1
48 1 1
49 1
50 2
51 5 1
52 2 1
53 1
54 1
55 4
56 3

１　級 ２　級 ３　級 ４　級
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級

号給
１　級 ２　級 ３　級 ４　級

57 1
58
59 1
60 2
61 2
62 1 2
63
64 4
65 8
66
67 1
68 2
69
70
71 1
72 1
73
74
75 2
76 2
77
78
79
80 1
81
82
83
84
85 1
86 1
87
88
89 10
90
91
92
93
94
95
96
97

計（人） 13 18 42 14

構成比(%) 14.9 20.7 48.3 16.1

平均給料
月額(円)

364,454 444,028 519,405 564,586

人員計 87 人
平均給料月額 487,926 円
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 医療職給料表(２) （病院、家畜保健衛生所等に勤務する薬剤師、栄養士、獣医師等に適用）

1

1

4

1

1

5

6

6

7
1
4 2

1
5 1
1 1
1 2

1
7 2

4
1 1 1

1 1
1 2 1 5
1 2 2
1 3

1
2 4 4

1 2
1 6

2
3 1 3 1
2 3 3
3 1 2
2 2

4
1 2 3 1 2

8 1 3
1 1
2 1 1

1 1
2 2

1 1 1 2
3 2 2
5 1

号給

級
５級

1
2
3
4
5
6

６級 ７級１級 ２級 ３級 ４級

7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
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号給

級
５級 ６級 ７級１級 ２級 ３級 ４級

2 1 1 2
2 4
3 1

2 1 2
1 2 29

2
3

2 1
2
1
2

1 1
4

1
5
1
2

2
1
2

1

- 60 73 13 64 56 13

- 21.5 26.1 4.7 22.9 20.1 4.7

- 222,320 291,990 328,815 379,736 414,100 443,746

人員計 279 人
平均給料月額 330,432 円

113

61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106

計（人）

構成比(%)

平均給料
月額(円)

107
108
109
110
111
112
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 医療職給料表(３) （病院、保健所等に勤務する保健師、助産師、看護師、准看護師等に適用）

4

18
1
1

4
2
18

2 6
1 1
12 5

2
6 8
1 4
5 11
3
9
3 5 1
1 4 3

3
16 6
3 2 2
2 3 6

1
12 8 3

5 2
9 5 3
2 5 1
10 11 11

3 2
3 1 3
1 3 3

7
3

1 4 1
1 4

4
3 1
4 1

1 5 1
6
3 5
4 1 1

1 5 1 2
4 1 2

1 1 2 2
2 1
3 1 2

５級 ６級 ７級１級 ２級 ３級 ４級

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56

級

号給
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５級 ６級 ７級１級 ２級 ３級 ４級
級

号給

1 3 1
1 3 1

3 1
1 5

4
1 5 1

1 3 2
4 2
2 4
1 5
4 1
3 1
1 1 3
3 3
1 3
1 3

5
4
4

1 1 3
1 3

4
6
7
3
8
6
5
4
1

1 2
3
3
5
3
1
12

57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
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５級 ６級 ７級１級 ２級 ３級 ４級
級

号給

113
114
115
116
117
118
119
120
121
122
123
124
125
126
127
128
129
130
131
132
133
134
135
136
137
138
139
140
141
142
143
144

153
154
155
156

145
146
147
148
149
150
151
152

158
159
160
161
162
163
164

157
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５級 ６級 ７級１級 ２級 ３級 ４級
級

号給

- 154 97 154 131 25 1

- 27.4 17.3 27.4 23.3 4.4 0.2

- 221,095 270,989 324,646 390,646 433,080 457,900

人員計 562 人
平均給料月額 307,455 円

165
166
167
168

平均給料
月額(円)

計(人)

構成比(%)

169
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 技術職給料表(１) （学校栄養士に適用）

1

2

4

3

2

4
1
4
1
1

2
2

2

2

1 1

1
1
1

1
1

1 1
1

59
60

55
56
57
58

51
52
53
54

47
48
49
50

43
44
45
46

39
40
41
42

35
36
37
38

31
32
33
34

27
28
29
30

23
24
25
26

19
20
21
22

15
16
17
18

11
12
13
14

7
8
9
10

１級 ２級

5
6

３級 ４級
号給

級
５級

1
2
3
4
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１級 ２級 ３級 ４級
号給

級
５級

1
1 1 1

1 2
2
1 3 1
1 1
1 1 2
1 3

1
1 1 1

1
1

1 2
1 2 2

3
1

3 1
1

1 1

2
10

1

- 31 15 30 27

- 30.1 14.6 29.1 26.2

- 215,494 307,980 343,453 385,281

人員計 103 人
平均給料月額 310,740 円

計（人）

構成比(%)

平均給料
月額(円)

107
108
109
110
111
112

103
104
105
106

99
100
101
102

95
96
97
98

91
92
93
94

87
88
89
90

83
84
85
86

79
80
81
82

75
76
77
78

71
72
73
74

67
68
69
70

63
64
65
66

61
62

113
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 技術職給料表(２) （学校看護師に適用）

級

号給

53
54
55
56

49
50
51
52

45
46
47
48

41
42
43
44

37
38
39
40

33
34
35
36

29
30
31
32

25
26
27
28

21
22
23
24

17
18
19
20

13
14
15
16

9
10
11
12

6
7
8

5

1
2
3
4

５級１級 ２級 ３級 ４級
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級

号給
５級１級 ２級 ３級 ４級

1

1

113
114
115
116

109
110
111
112

105
106
107
108

101
102
103
104

97
98
99
100

93
94
95
96

89
90
91
92

85
86
87
88

81
82
83
84

77
78
79
80

73
74
75
76

69
70
71
72

65
66
67
68

61
62
63
64

57
58
59
60
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級

号給
５級１級 ２級 ３級 ４級

- - - - 2

- - - - 100.0

- - - - 399,350

人員計 2 人
平均給料月額 399,350 円

161
162
163
164

157

165

159
160

166
167
168

平均給料
月額(円)

計(人)

構成比(%)

169

158

153
154
155
156

149
150
151
152

145
146
147
148

141
142
143
144

137
138
139
140

133
134
135
136

129
130
131
132

125
126
127
128

121
122
123
124

117
118
119
120
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　公安職給料表 （警察官に適用）

級

号給

1
2
3
4
5
6
7
8
9 28
10
11 2
12 2
13 4
14 3
15 33
16 1
17 14
18 2
19 33
20
21 5
22 2
23 1
24 16
25 62
26 1
27 18 37 1
28 13 12 9
29 10 13 11
30 7 20 10
31 73 11 12
32 11 34 19
33 15 26 14
34 10 20 15
35 14 15 8
36 9 26 23
37 2 28 12
38 28 20
39 3 19 13 9
40 1 19 20 1
41 1 13 16 1
42 1 9 21
43 1 8 16 1
44 1 10 17 2
45 1 11 17 5
46 1 9 16 2
47 1 9 23 6
48 11 19 4
49 7 19 1 1 1
50 1 2 28 2
51 1 2 31 3 2 1
52 6 26 4 1
53 8 20 3 2 2
54 5 26 6 7 2
55 1 4 25 5 7 1
56 5 18 12 7

５級 ６級１級 ２級 ３級 ４級 ９級７級 ８級
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級

号給
５級 ６級１級 ２級 ３級 ４級 ９級７級 ８級

57 1 20 1 5 3 3 9
58 6 17 9 5 2 4
59 1 5 18 10 8 4 2
60 3 29 12 3 1
61 2 23 22 3 1 4 12
62 6 32 19 2 1 1
63 3 18 16 3 2 4
64 1 17 27 8
65 2 23 15 1 1
66 2 14 14 1 4 1
67 5 13 16 9
68 2 27 18 4 1
69 3 19 12 8 1
70 24 19 3 2 1
71 20 6 11 1 2
72 19 10 9 4
73 9 8 8 3 3
74 9 13 7 5 3
75 11 17 13 2 5
76 13 12 8 3 4
77 3 12 8 2 61
78 7 10 4 1
79 2 13 8 1
80 1 10 4 4
81 2 9 9 1
82 5 12 7 1
83 10 5 4
84 2 7 7 7
85 7 9 39
86 2 6 8
87 2 6 10
88 1 7 9
89 11 6
90 10 7
91 7 3
92 2 3
93 2 3 107
94 2
95 3 8
96 1 10
97 7
98 4
99 7
100 6
101 9
102 7
103 9
104 1 7
105 9
106 1 5
107 5
108 4
109 2 5
110 11
111 1 9
112 8
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級

号給
５級 ６級１級 ２級 ３級 ４級 ９級７級 ８級

113 2 16
114 1 12
115 1 9
116 1 6
117 10
118 10
119 2 4
120 1 11
121 5
122 1 6
123 13
124 8
125 112
126
127
128
129 1
130
131 1
132
133
134 1
135 1
136
137 1
138 2
139
140
141 2
142
143
144
145

計(人) 406 468 956 824 359 107 100 21 15

構成比(%) 12.5 14.4 29.4 25.3 11.0 3.3 3.1 0.6 0.4

平均給料
月額(円)

204,242 245,233 291,988 378,353 415,607 428,110 451,049 465,243 483,467

3,256 人
321,171 円

人員計
平均給料月額
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 教育職給料表(１) （高等学校等に勤務する校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、
              栄養教諭、助教諭、実習助手等に適用）

級

号給

15

2
2
6

9
1
3
1

1 20
1 1

12
3
8

20
2

1 6
2

1 22
2
22

1 6
22
6
21 1
9

1 23 2
2 3 3
3 8 6
1 6 4

19 4
7 7

1 18 6
1 8 1

27 4
3 7 3
4 15 1
1 5 4
2 22 28
1 11
2 10
1 14
1 33

4
3 11

10
3 22
2 12
3 9
3 10

２級 ３級 ４級

1
2
3

１級

4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56

特２級
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級

号給
２級 ３級 ４級１級 特２級

2 29
1 11
2 19
2 9 1
3 26 3
1 11
2 16 2
2 20 3
2 21 11
1 21 3
2 25 5
2 18 2
5 24 3
4 19 4
3 19 8

26 10
2 23 9
1 20 1

26 2
19 3

4 25 5
23 2

1 41 5
2 25 5
1 26 14
3 26
2 22
1 35
4 31 1

20 1
1 31
2 26
2 27 1
2 23 2
1 23 3
1 15 1

28 3
23 3

2 24 2
3 20 3
1 26 6
1 10 1
1 14 3
1 20 2
1 33 2

14
2 32 4
2 24 1

29 3
1 19 1

27 2
2 39 2
3 12 9
1 33
1 41

34

57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84
85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95
96
97
98
99
100
101
102
103
104
105
106
107
108
109
110
111
112
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級

号給
２級 ３級 ４級１級 特２級

1 33
67
25
53

2 47
49
44

2 59
39
26
87

1 34
1 35
1 38

37
25
30
59
27

1 53
2 47
2 28

44
22

2 216
2

1

2
2

1

1

153 3,084 56 101 74

4.4 88.9 1.6 2.9 2.2

274,661 375,631 439,354 464,995 487,127

人員計 3,468 人
平均給料月額 377,187 円

113
114
115
116
117
118
119
120
121
122
123
124
125
126
127
128
129
130
131
132
133
134
135
136
137
138
139
140
141
142
143

150
151

144
145
146
147

152
153

計(人)

構成比(%)

平均給料
月額(円)

148
149
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 教育職給料表(２) （小学校及び中学校に勤務する校長、教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、
　　　　　　栄養教諭、助教諭等に適用）

級

号給

2

1

104

13
22
27
4
95
5 3
26
24 1
111 3
8 10
35 13
24 11
39 22
18 8
68 10
20 9
37 12
21 25
95 25
26 31
50 19
30 53
76 34
27 28
42 39
20 21
86 156
24
34
35
61
22
50
28
75
27
30
39

54
55
56

50
51
52
53

46
47
48
49

42
43
44
45

38
39
40
41

34
35
36
37

30
31
32
33

26
27
28
29

22
23
24
25

18
19
20
21

16
17

10
11
12
13

8
9

２級 ３級

14
15

特２級 ４級

1
2
3

１級

4
5
6
7

- 36 -



級

号給
２級 ３級特２級 ４級１級

68
23
43
35
79
29
43
36
42
30
38
40
63
44 1
42
32 1
57
33
51
33
38 2
19 8
38 4
24 7
53 34
30 28
44 9
21 23
41 27
25 29
34 32
29 41
66 37
32 2 34
33 29
27 1 40
70 1 32
26 3 29
37 1 21
41 3 15
38 7 66
23 8
40 4
27 2
66
27 4
48
31 2
74
26
58
52 1
103 2
42
69
64

110
111
112

106
107
108
109

102
103
104
105

98
99
100
101

94
95
96
97

90
91
92
93

86
87
88
89

82
83
84
85

78
79
80
81

74
75
76
77

70
71
72
73

66
67
68
69

62
63
64
65

58
59
60
61

57
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級

号給
２級 ３級特２級 ４級１級

142
63
113
118
108
83
137
99
64
74
81
91
85
160
106
149
159
131
154
174
133
100
229
116
185
125
100
208
87
70
131
89
71
124
107
95
472

- 8,691 41 549 533

- 88.6 0.4 5.6 5.4

- 360,991 419,080 439,090 461,282

人員計 9,814 人
平均給料月額 371,049 円

148

146
147

138
139

142
143
144
145

140
141

計(人)

構成比(%)

平均給料
月額(円)

134
135
136
137

130
131
132
133

126
127
128
129

122
123
124
125

118
119
120
121

114
115
116
117

113

149
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第12表　再任用職員の適用給料表別、級別人員

級
計
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

行政職 2 2
事務職 13 13
研究職 0
医療職(1) 0
医療職(2) 0
医療職(3) 0
技術職(1) 0
技術職(2) 0
公安職 40 2 9 24 4 1
教育職(1) 117 13 104
教育職(2) 25 25
給料表計 197
60歳 85
61歳 56
62歳 31
63歳 17
64歳 8
（注） 該当人員０の級は空欄とした。（次表において同じ。）

級

７ ８３ ４

その１　フルタイム勤務職員　

その２　短時間勤務職員

１ ２給　料　表 特２ ９５ ６

- 39 -

級
計
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

行政職 77 59 18
事務職 48 37 10 1
研究職 3 3
医療職(1) 0
医療職(2) 8 2 6
医療職(3) 2 1 1
技術職(1) 0
技術職(2) 0
公安職 0
教育職(1) 58 1 57
教育職(2) 56 56
給料表計 252
60歳 84
61歳 49
62歳 51
63歳 44
64歳 24

９特２ ５ ６ ７ ８給　料　表 １ ２ ３ ４

- 39 -



- 40 -

２ 民間の給与関係

平成26年職種別民間給与実態調査の概要

今回の報告の基礎となった職種別民間給与実態調査の概要は、次のとおりである。

(1) 調査の目的と時期

この調査は、本県職員の給与を検討するため、平成26年４月現在における民間給与の実態を

調査したものである。

(2) 調査機関

人事委員会及び人事院

(3) 調査の範囲

① 調査対象事業所（母集団事業所）

全産業の企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所 873事業

所

② 調査対象職種

事務・技術関係22職種、その他54職種、合計76職種（うち初任給関係職種18職種）

(4) 調査対象の抽出

① 標本事業所の抽出

(3)の①に記載した調査対象事業所を統計上の理論に従い、組織、規模、産業により15層

に層化し、これらの層から190事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。

調査の完結した事業所は、第13表のとおりである。

② 従業員の抽出

初任給関係以外の各調査職種に該当する従業員が多数に上るときは、抽出した従業員につ

いて調査を行った。なお、臨時の従業員及び役員は全て除外した。

(5) 集 計

① 調査実人員

初任給関係254人（うち事務・技術関係194人）、初任給関係以外の調査職種7,145人（う

ち事務・技術関係6,001人）

なお、調査職種該当者（母集団）の推定数は、70,099人であり、うち事務・技術関係職種

該当者は45,060人である。

② 総計及び平均の算出に際しては、母集団に復元して行った。

(6) 結 果

民間の給与等の実態は、第13表から第29表までのとおりである。
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第13表 産業別、企業規模別調査事業所数

企業規模 1,000人以上 500人以上 100人以上 50人以上
3,000人以上 3,000人未満 1,000人未満 500人未満 100人未満規模計

産 業

事業所 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所

産 業 計 １６０ ２２ ２０ １７ ６６ ３５

農業、林業、漁業 １ － － － １ －

鉱業、採石業、砂利 ６ １ － － ２ ３
採取業、建設業

製 造 業 ９２ ９ １３ ８ ４３ １９

電気・ガス・熱供給
・水道業、情報通信 ２０ ６ ３ ５ ５ １
業、運輸業、郵便業

卸売業、小売業 ８ ２ １ － ４ １

金融業、保険業、不 ３ ２ － － － １
動産業、物品賃貸業

教育、学習支援業、 ３０ ２ ３ ４ １１ １０
医療、福祉、サービス業

（注）１ 上記調査事業所のほか、調査不能の事業所が30所あった。

２ 調査対象事業所190所に占める調査完了事業所160所の割合（調査完了率）は84.2％。

３ 「サービス業」に含まれる産業は、日本標準産業大分類の「学術研究、専門・技術サ

ービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「複合

サービス事業」（郵便局に分類されるものを除く。）及び「サービス業（他に分類され

ないもの）」（宗教及び外国公務に分類されるものを除く。）である。

第14表 民間における初任給の改定状況

項 目
新規学卒者の 新規学卒者の
採 用 あ り 初任給の改定状況 採 用 な し

学 歴 増 額 据置き 減 額

％ ％ ％ ％ ％

大 学 卒 ２７．１ (２０．６) (７９．４) ( － ) ７２．９

高 校 卒 １４．７ (２８．７) (７１．３) ( － ) ８５．３

（注）１ 事務員と技術者のみを対象としたものである。

２ （ ）内は、新規学卒者の採用がある事業所を100とした割合である。
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第15表 民間における職種別、学歴別、企業規模別初任給

100人以上 50人以上
職 種 学 歴 企業規模計 500人以上

500人未満 100人未満

円 円 円 円

大 学 卒 196,789 204,370 195,004 185,860

新 卒 事 務 員

高 校 卒 159,513 155,835 160,407 ｘ

大 学 卒 199,492 205,037 197,055 ｘ

新 卒 技 術 者

高 校 卒 158,870 160,790 ｘ 150,350

大 学 卒 197,671 204,649 195,601 183,483

計

高 校 卒 159,198 158,739 160,327 158,900

（注）１ 金額は、きまって支給する給与から時間外手当、家族手当、通勤手当等特定の者に

のみ支給される給与を除き、職員の地域手当に相当する給与を含むものであり、採用

のある事業所について平均したものである。

２ 「ｘ」は、調査事業所が１事業所の場合である。

第16表 民間における給与改定の状況

項 目 ベースアップ
ベースアップ実施 ベースアップ中止 ベースダウン

役職段階 の慣行なし

％ ％ ％ ％
係 員 ３９．２ ８．４ － ５２．４

課 長 級 ２５．０ １１．０ － ６４．０

（注） ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。
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第17表 民間における定期昇給の実施状況

項 目 定期昇給 定期昇給

制度あり 定期昇給 定期昇給 制度なし

役職段階 実 施 増 額 減 額 変化なし 中 止

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
係 員 ９０．３ ８９．４ ３２．３ ８．９ ４８．２ ０．９ ９．７

課 長 級 ７７．１ ７６．１ ２７．８ ７．１ ４１．２ １．０ ２２．９

（注） 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離する

ことができない事業所を除いて集計した。

第18表 民間における定期昇給制度の状況

定期昇給 定期昇給項 目

制度あり 自動昇給 査定昇給 昇格昇給 制度なし役職・企業規模

％ ％ ％ ％ ％
規 模 計 ９２．７ ４０．６ ７５．７ ４５．０ ７．３

係
５００人以上 ９４．６ ４２．６ ８０．２ ５７．５ ５．４

１００人以上
員 ５００人未満 ９４．７ ４０．４ ７１．５ ４２．７ ５．３

５０人以上
１００人未満 ８５．０ ３７．２ ７６．１ ２６．９ １５．０

規 模 計 ８２．６ ３２．１ ６７．４ ３６．５ １７．４
課

５００人以上 ７６．４ ３０．２ ６３．４ ４２．１ ２３．６
長
１００人以上
５００人未満 ８５．７ ３５．１ ６４．３ ３７．２ １４．３

級
５０人以上
１００人未満 ８７．７ ２９．１ ８１．５ ２４．７ １２．３

（注） 定期昇給制度の内容は、複数回答である。
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第19表 比較対象従業員に係る職種

職 種 名 定 義

支 店 長 ・構成員50人以上の支店（支社）又は工場の長

工 場 長 （取締役兼任者を除く。）

事 務 部 長 ・２課以上又は構成員20人以上の部の長

技 術 部 長 ・職能資格等が上記部の長と同等と認められる部の長及び部長級専門職

（取締役兼任者を除く。）

事務部次長 ・上記部長に事故等のあるときの職務代行者

技術部次長 ・職能資格等が上記部の次長と同等と認められる部の次長及び部次長級専

門職

・中間職（部長－課長間）

事 務 課 長 ・２係以上又は構成員10人以上の課の長

技 術 課 長 ・職能資格等が上記課の長と同等と認められる課の長及び課長級専門職

事務課長代理 ・上記課長に事故等のあるときの職務代行者

技術課長代理 ・課長に直属し部下に係長等の役職者を有する者

・課長に直属し部下４人以上を有する者

・職能資格等が上記課長代理と同等と認められる課長代理及び課長代理級

専門職

・中間職（課長－係長間）

事 務 係 長 ・係長及び係長級専門職

技 術 係 長

事 務 主 任 ・係長等のいる事業所における主任

技 術 主 任 ・中間職（係長－係員間）

事 務 係 員 ・一般の事務員、技術者

技 術 係 員

（注）１ 「中間職（部長－課長間）」とは、部長と課長の両方がいる場合で、役職、職能

資格又は給料上の等級（格付）から職責が部長と課長の間に位置付けられる者を

いう。

２ 「中間職（課長－係長間）」とは、課長と係長の両方がいる場合で、役職、職能

資格又は給料上の等級（格付）から職責が課長と係長の間に位置付けられる者を

いう。

３ 「中間職（係長－係員間）」とは、係長と係員の両方がいる場合で、役職、職能

資格又は給料上の等級（格付）から職責が係長と係員の間に位置付けられる者を

いう。



 第20表　民間における職種別給与額等

  その１　常勤の従業員（再雇用者を除く。）

き ま っ て  うち

実人員 年　齢 支給する給与 時間外手当 （Ａ）－（Ｂ）

（Ａ） （Ｂ）

人 歳  円 円 円

支 店 長 10 49.4 630,480 501 629,979

工 場 長 16 54.4 655,486  － 655,486

事 務 部 長 181 51.3 677,243 10,110 667,133

技 術 部 長 148 52.6 643,218 479 642,739

事 務 部 次 長 95 48.5 564,166 16,421 547,745

技 術 部 次 長 72 48.1 509,542 191 509,351

事 務 課 長 370 48.2 524,549 23,806 500,743

技 術 課 長 385 46.7 503,138 1,929 501,209

事 務 課 長 代 理 172 40.1 508,901 88,341 420,560

技 術 課 長 代 理 123 47.1 515,714 35,146 480,568

調　査 平　均

職　　種　　名

平成 26 年４月分平均支給額

事

務

・

技

術

関
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技 術 課 長 代 理 123 47.1 515,714 35,146 480,568

事 務 係 長 418 43.1 413,734 56,149 357,585

技 術 係 長 437 45.4 483,168 80,375 402,793

事 務 主 任 143 39.9 357,981 55,765 302,216

技 術 主 任 182 39.0 398,059 58,695 339,364

事 務 係 員 1,739 37.7 319,028 35,955 283,073

技 術 係 員 1,510 34.4 334,232 48,785 285,447

研 究 所 長 3 52.5 846,303  － 846,303

研 究 部 （ 課 ） 長 74 52.2 658,812 586 658,226

研 究 室 （ 係 ） 長 19 48.9 670,694 445 670,249

主 任 研 究 員 108 48.4 584,388 27,447 556,941

研 究 員 138 38.0 431,648 53,213 378,435

研 究 補 助 員 45 32.1 358,122 66,845 291,277

関

係

職

種

研

究

関

係

職

種
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き ま っ て  うち

実人員 年　齢 支給する給与 時間外手当 （Ａ）－（Ｂ）

（Ａ） （Ｂ）

人 歳  円  円  円

病 院 長 2 64.0 1,867,000 364,000 1,503,000

副 院 長 3 61.2 1,786,177 87,940 1,698,237

医 科 長 6 49.8 1,584,569 128,833 1,455,736

医 師 14 43.6 1,356,041 131,205 1,224,836

歯 科 医 師 3 37.5 829,767 46,667 783,100

薬 局 長 4 55.0 508,360 － 508,360

薬 剤 師 21 39.0 373,934 39,147 334,787

診 療 放 射 線 技 師 30 38.8 368,827 29,826 339,001

臨 床 検 査 技 師 32 42.7 344,850 20,262 324,588

栄 養 士 31 34.0 261,340 20,267 241,073

理 学 療 法 士 42 29.4 291,530 22,201 269,329

平成 26 年４月分平均支給額

医

療

関

係

調　査 平　均

職　　種　　名
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理 学 療 法 士 42 29.4 291,530 22,201 269,329

作 業 療 法 士 28 32.9 311,868 10,711 301,157

総 看 護 師 長 5 54.3 512,216 9,280 502,936

看 護 師 長 76 46.7 397,533 25,495 372,038

看 護 師 154 37.8 338,690 50,274 288,416

准 看 護 師 121 43.8 302,469 45,413 257,056

大学学長･副学長･学部長 2 60.5 640,600 － 640,600

大 学 教 授 47 55.3 583,851 － 583,851

大 学 准 教 授 27 46.5 501,821 － 501,821

大 学 講 師 11 41.0 424,917 9,791 415,126

大 学 助 教 9 41.8 397,379 9,872 387,507

職

種

教

育

関

係

職

種
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き ま っ て

実人員 年　齢 支給する給与 （Ａ）－（Ｂ）

（Ａ）

人 歳  円 円

－ － － －

10 56.1 545,290 520,990

－ － － －

6 52.3 472,148 472,148

55 45.7 423,968 404,983

－ － － －

6 56.5 317,722 269,241

3 57.2 284,479 277,112

9 51.5 298,733 293,387

高 等 学 校 教 諭

電 話 交 換 手

－

技
能
・
労
務
関
係
職

高 等 学 校 教 頭

用 務 員

教

育

関

係

職

種

高 等 学 校 指 導 教 諭

高 等 学 校 主 幹 教 諭

職　　種　　名

平成 26 年 ４ 月分平均支給額

調　査 平　均

－

  うち

時間外手当

（Ｂ）

18,985

5,346

自家用乗用自動車運転手

守 衛

－

24,300

円

高 等 学 校 校 長

－

48,481

7,367
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7,145

職
種

調 査 実 人 数 合 計
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  その２　再雇用者

き ま っ て

実人員 年　齢 支給する給与 （Ａ）－（Ｂ）

（Ａ）

人 歳  円 円

3 62.4 451,864 451,864

10 62.3 353,740 353,740

－ － － －

6 62.2 313,458 312,673

－ － － －

3 60.8 214,032 195,573

　 ｘ 　 ｘ 　 ｘ 　 ｘ

284 62.3 226,285 220,131

307

（注）「ｘ」は、調査実人員が１人の場合である。

 第21表　職員給与と民間給与との比較における対応関係

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

平成 26 年 ４ 月分平均支給額

調　査 平　均

職　　種　　名

  うち

時間外手当

（Ｂ）

－

－

－

円

事 務 ・ 技 術 部 長

課長代理

係長

主任

係員

支店長、工場長、
部長、部次長

課長

課長代理

主任

支店長、工場長、
部長、部次長

係員

課長

課長代理

係長

主任

係員

支店長、工場長、
部長、部次長

係長

課長

調 査 実 人 数 合 計

企業規模500人
以上の事業所

企業規模100人以上
500人未満の事業所

企業規模50人以上
100人未満の事業所

職務の級

９　級

７　級

事 務 ・ 技 術 係 長

事 務 ・ 技 術 主 任

事 務 ・ 技 術 係 員

事

務

技

術

関

係

職

種

事 務 ・ 技 術 部 次 長

８　級

18,459

　 ｘ

6,154

支 店 長 ・ 工 場 長

785事 務 ・ 技 術 課 長

－事務・技術課長代理
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第22表 民間における家族手当の支給状況

その１ 家族手当の支給状況及び配偶者に対する家族手当の見直し予定の状況

家族手当制度が 配偶者に 配偶者の手当を 配偶者の手当を 配偶者に 家族手当制度が

ある 家族手当を 見直す予定が 見直す予定が 家族手当を ない

支給する ある ない 支給しない

％ ％ ％ ％ ％ ％
７８．２ （９３．７） [２．０] [９８．０] （６．３） ２１．８

（注）１ （ ）内は、家族手当制度がある事業所を100とした割合である。

２ [ ] 内は、配偶者に家族手当を支給する事業所を100とした割合である。

その２ 扶養家族の構成別支給月額

扶 養 家 族 の 構 成 支 給 月 額

配 偶 者 １３，６５４ 円

配 偶 者 と 子 １ 人 １９，４９４ 円

配 偶 者 と 子 ２ 人 ２４，９２４ 円

（注） 支給月額は、家族手当の支給につき配偶者の収入に対する制限がある事業所

について算出した。

備 考 職員の場合、扶養手当の現行支給月額は、配偶者については13,000円、 配偶

者以外については、１人につき6,500円である。なお、満16歳の年度初めから満

22歳の年度末までの子がいる場合は、当該子１人につき5,000円が加算される。
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第23表 民間における特別給の支給状況

区 分 （参 考）
事務・技術等従業員 技能・労務等従業員

項 目

円 円
下半期（Ａ1） ３４６，７００ ２７３，３０３

平均所定内給与月額
上半期（Ａ2） ３５８，３１４ ２８２，７４２

円 円
下半期（Ｂ1） ６９３，０１７ ４７５，１４３

特 別 給 の 支 給 額
上半期（Ｂ2） ７５０，２４９ ４９８，３４８

月分 月分
B1

下半期 ２．００ １．７４
A1

特別給の支給割合 B2
上半期 ２．０９ １．７６

A2

年 間 計 ４．０９ ３．５０

（注） 下半期とは平成25年８月から平成26年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの
期間をいう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で3.95月である。

第24表 民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

項 目 係 員 課 長 級 部長級（非役員）

一定率 考 課 一定率 考 課 一定率 考 課
企業規模 (額)分 査定分 (額)分 査定分 (額)分 査定分

％ ％ ％ ％ ％ ％
規 模 計 ６１．０ ３９．０ ５４．７ ４５．３ ５４．９ ４５．１

５００人以上 ６８．９ ３１．１ ５８．１ ４１．９ ５７．１ ４２．９

１００人以上
５６．２ ４３．８ ５４．４ ４５．６ ５４．９ ４５．１

５００人未満

５０人以上
５４．４ ４５．６ ４７．８ ５２．２ ５０．１ ４９．９

１００人未満
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第25表 民間における異なる地域に事業所が所在する場合の給与の支給状況

給与の 給与種目（複数回答） 給与の

支給額が 支給額が

異なる 基本給 地域(都市)手当 住宅手当 その他 同じ

％ ％ ％ ％ ％ ％
４７．７ ５．４ ２１．６ １７．１ ６．９ ５２．３

（注） 事業所が異なる都道府県に所在する企業を100とした割合である。

第26表 民間における通勤手当の支給状況

その１ 交通用具使用者に係る通勤手当の支給状況

支給形態

支給する 支給しない

運賃相当額制 距離段階別 一律定額制 その他

定額制

％ ％ ％ ％ ％ ％

９９．３ （７．２） （８０．３） （０．６） （１１．９） ０．７

（注） 支給形態の（ ）内は、交通用具使用者に手当を支給する事業所を100とした割合で

ある。

その２ 距離段階別定額制における通勤手当の支給月額

支給月額

距離(片道) 5km 10km 20km 30km 40km 50km 60km

円 円 円 円 円 円 円

支給月額 4,138 7,736 14,908 21,586 27,188 32,026 36,272
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民間における単身赴任手当の支給状況第27表

支 給 の 有 無 事 業 所 割 合

支 給 す る ８５．４％

支 給 し な い １４．６％

単身赴任手当の支給方法が一律定額の事業所

における平均支給月額 ３８，６５５円

（注） 事業所割合は、転居を伴う異動がある事業所を100とした割合である。

備 考 職員の場合、単身赴任手当の基礎額の現行支給月額は、23,000円である。

民間における単身赴任者に対する賃金以外の措置としての帰宅費用の支給状況第28表

帰宅費用を 年間支給回数 帰宅費用を

支給する 支給しない

1～11回 12回 13～23回 24回 25回以上 平均

％ 回 ％％ ％ ％ ％ ％

７３．３ １５．２ ２６．７( ) ( ) ( ) ( ) ( )６.４ ６２.０ １０.２ １７.５ ３.９

（注）１ 単身赴任手当を支給する事業所を100とした割合である。

２ 年間支給回数は単身赴任手当及び賃金以外の措置として帰宅費用を支給する事業所の

状況であり、（ ）内は当該事業所を100とした割合である。

第29表 民間における公的年金が支給されない再雇用者の単身赴任手当の取扱い

転居を伴う異動がある

転居を伴う

単身赴任手当を 単身赴任手当を 未定 異動がない

支給する 支給しない

％ ％ ％ ％ ％

３９．１ （９７．５） （２．５） （ － ） ６０．９

（注）１ 「平成25年職種別民間給与実態調査」による。

２ 定年年齢が60歳であり、かつ、平成25年４月以降、フルタイムの再雇用制度を有

し、かつ、定年前の常勤従業員に単身赴任手当を支給する事業所を100とした割合

である。

３ （ ）内は、公的年金が支給されない再雇用者に転居を伴う異動がある事業所を

100とした割合である。



３  労働経済関係

 第30表　労働経済指標

② ③ ④ ⑥ ⑦ ⑧

前年度比・ 前年度比・

金  額 前年同月比 金  額 前年同月比

（円） （％） （時間） （時間） （倍） （円） （％） （時間） （時間） （倍）

平成24年度 289,199 ▲ 0.1 149.5 12.1 0.82 286,826 0.5 156.0 14.8 0.82

平成25年度 289,524 0.1 149.5 12.6 0.97 285,712 ▲ 0.4 155.3 15.4 0.89

平成25年4月 292,836 ▲ 0.1 154.0 12.7 0.88 289,685 0.8 160.0 15.1 0.82

5月 288,355 ▲ 0.2 149.3 12.1 0.90 285,940 1.3 154.3 14.8 0.82

6月 289,308 ▲ 0.4 152.1 12.1 0.92 288,667 ▲ 0.3 158.2 15.4 0.83

7月 288,588 ▲ 0.4 154.3 12.4 0.94 289,480 ▲ 0.5 161.8 16.0 0.84

8月 288,460 0.1 148.0 12.0 0.95 286,002 ▲ 0.8 152.0 15.3 0.86

9月 288,383 0.0 147.2 12.3 0.96 286,519 ▲ 1.1 152.6 15.7 0.88

10月 290,444 0.3 152.8 12.8 0.98 284,421 ▲ 1.5 158.9 15.3 0.89

 
    項目

 

年度・
年月

①

全           国 栃    木    県

有効求人

倍率

（季節

調整値）

総実労働

時間数

（調査

産業計）

所定外労

働時間数

（調査

産業計）

 きまって支給する給与
総実労働

時間数

（調査

産業計）

 きまって支給する給与

（調査産業計）

⑤

（調査産業計）

所定外労

働時間数

（調査

産業計）

有効求人

倍率

（季節

調整値）
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10月 290,444 0.3 152.8 12.8 0.98 284,421 ▲ 1.5 158.9 15.3 0.89

11月 290,412 0.3 153.5 13.0 1.01 285,670 ▲ 0.1 160.4 15.8 0.91

12月 289,805 0.2 148.8 13.3 1.03 285,264 0.4 155.7 15.8 0.97

平成26年1月 287,765 0.7 141.6 12.5 1.04 280,855 ▲ 0.7 146.7 14.7 0.98

2月 288,500 0.2 145.3 12.6 1.05 282,455 ▲ 1.3 150.8 14.9 0.95

3月 291,437 0.7 147.3 13.4 1.07 283,582 ▲ 0.7 152.4 15.8 0.96

4月 294,925 0.7 153.5 13.4 1.08 287,915 ▲ 0.7 156.9 15.3 0.98

5月 290,762 0.8 147.5 12.5 1.09 283,467 ▲ 0.8 151.4 15.0 0.97

6月 291,947 0.9 152.9 12.4 1.10 286,883 ▲ 0.6 158.7 15.1 0.99

資料出所
栃木
労働局

（注）１ ①、⑤、⑩、⑪は平成22年基準である。
 　　 ２ ①、②、③、⑤、⑥、⑦は事業所規模30人以上の数値である。
      ３ ⑨の平成24年度、25年度の欄は、それぞれ平成24暦年、25暦年の数値である。

厚　　生　　労　　働　　省 県　県　民　生　活  部
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前年比・ 前年比・ 前年比・ 前年比・ 前年度比・ 前年度比・ 前年度比・

金  額 前年同月比 金  額 前年同月比 金  額 前年同月比 金  額 前年同月比 前年同月比 前年同月比 前年同月比

（円） （％） （円） （％） （円） （％） （円） （％） （％） （％） （％）

平成24年度 286,169 1.1 313,874 1.6 324,779 7.1 347,721 5.7 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 1.1

平成25年度 290,454 1.5 319,170 1.7 308,699 ▲ 5.0 330,954 ▲ 4.8 0.9 1.1 1.9

平成25年4月 304,382 0.8 340,423 0.4 326,732 ▲ 10.0 371,826 ▲ 11.3 ▲ 0.7 ▲ 0.5 0.1

5月 282,366 ▲ 1.9 307,926 1.1 279,985 ▲ 15.1 276,208 ▲ 21.9 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.6

6月 269,418 ▲ 0.1 296,512 1.2 311,472 ▲ 0.1 314,023 ▲ 6.6 0.2 0.3 1.2

7月 286,098 1.0 310,387 ▲ 0.7 287,591 ▲ 20.0 298,209 ▲ 18.9 0.7 0.8 2.2

8月 284,646 ▲ 0.5 312,622 0.6 289,885 ▲ 4.1 313,809 ▲ 6.6 0.9 1.2 2.3

9月 280,692 5.2 315,443 5.2 287,040 ▲ 15.5 304,121 ▲ 18.9 1.1 1.0 2.2

10月 290,676 2.3 316,555 0.4 316,511 ▲ 2.3 381,124 0.4 1.1 1.2 2.5

11月 279,546 2.1 300,994 0.3 278,733 0.3 315,734 6.0 1.5 1.7 2.6

12月 334,433 2.7 358,468 ▲ 0.3 344,856 2.5 328,660 ▲ 7.6 1.6 1.8 2.5

平成26年1月 297,070 2.8 325,804 1.5 305,218 ▲ 5.1 338,316 ▲ 6.2 1.4 1.8 2.4

2月 266,610 ▲ 0.6 294,509 ▲ 1.4 332,678 19.5 390,766 31.7 1.5 2.0 1.8

3月 345,443 9.3 384,680 9.6 401,959 5.3 460,659 12.2 1.6 2.1 1.7

4月 302,141 ▲ 0.7 329,976 ▲ 3.1 320,526 ▲ 1.9 346,587 ▲ 6.8 3.4 4.0 4.2

5月 271,411 ▲ 3.9 293,050 ▲ 4.8 309,308 10.5 372,796 35.0 3.7 4.4 4.4

6月 272,791 1.3 295,738 ▲ 0.3 323,071 3.7 386,293 23.0 3.6 4.2 4.6

資料出所 日本銀行

⑪

国内企業

物価指数

総              務              省

全世帯 勤労者世帯 全世帯 勤労者世帯

⑩消費者物価指数

全　　国

 
    項目

 

年度・
年月

宇　都　宮　市

⑨      消      費      支      出

宇都宮全国
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４ 生計費関係

第31表 宇都宮市における費目別、世帯人員別標準生計費 （平成26年４月）

世帯人員
１人 ２人 ３人 ４人 ５人

費 目

円 円 円 円 円
食 料 費 27,841 38,839 48,457 58,076 67,702
住 居 関 係 費 56,531 64,697 56,188 47,679 39,170
被 服 ・ 履 物 費 4,575 9,576 9,881 10,187 10,494
雑 費 Ⅰ 28,028 45,187 61,326 77,479 93,632
雑 費 Ⅱ 7,738 23,300 25,645 27,990 30,335

計 124,713 181,599 201,497 221,411 241,333

平成26年４月の標準生計費算定方法

標準生計費は、標準的な生活の水準を求めるためのものであり、「家計調査」（総務省）等に

基づき、次の方法により費目別、世帯人員別に算定した。

(1) 標準生計費の費目

標準生計費は、次の５つの費目に分類して算定している。各費目の内容は、それぞれ次に掲

げる家計調査の大分類項目に対応する。

食 料 費 ･･････ 食料

住居関係費 ･･････ 住居、光熱・水道、家具・家事用品

被服・履物費 ･･････ 被服及び履物

雑 費 Ⅰ ･･････ 保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽

雑 費 Ⅱ ･･････ その他の消費支出（諸雑費、こづかい（使途不明）、交際費、仕送り

金）

(2) 費目別、世帯人員別標準生計費の算定

２人～５人世帯については、本年４月の「家計調査」における宇都宮市の調査結果(94世帯)

に基づく費目別平均支出金額（４人世帯の１か月（ 日）分の支出金額に調整したもの。

以下「平均４人値」という。）に、費目別、世帯人員別生計費換算乗数を乗じて算定した。

なお、１人世帯については、次のように算定した。

宇都宮市の平均４人値

宇都宮市の１人世帯標準生計費＝全国の１人世帯標準生計費 ×

全国の平均４人値

365
12
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５ 国及び都道府県の給与関係

第32表 都道府県のラスパイレス指数の状況 （平成25年４月）

１０６以上 １０７以上 １０８以上

ラスパイレス指数 １０６未満 １０９以上

１０７未満 １０８未満 １０９未満

団 体 数 １０ ５ １２ ９ １１

（注）１ 「平成25年地方公務員給与実態調査 （総務省）による。」

２ 「ラスパイレス指数」とは、地方公共団体の一般行政職の給料額（基本給）と国の

行政職俸給表(一)の適用職員の俸給額（基本給）を学歴別、経験年数別にラスパイレ

ス方式により対比させて、比較し、算出したもので、国を100としたものである。

なお、本県のラスパイレス指数は110.2である。

３ 比較した基本給は、国については、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する

法律（平成24年法律第２号）による減額後の俸給額である。

なお、同法に基づく国家公務員の給与の減額措置がないと仮定した場合、本県のラ

スパイレス指数（参考値）は101.9である。
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６ 人事院勧告等の概要

○ 給与勧告の骨子

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方

・ 国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その

変更に関し必要な勧告・報告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務

・ 勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有

するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

・ 公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇用情勢

等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的

Ⅱ 民間給与との較差等に基づく給与改定

１ 民間給与との比較

約12,400民間事業所の約50万人の個人別給与を実地調査（完了率88.1％）

、 （ 、 、 、＊ 民間の組織形態の変化に対応するため 本年から基幹となる役職段階 部長 課長 係長

係員）の間に位置付けられる従業員の個人別給与等を把握し官民の給与比較の対象に追加

公務と民間の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学<月例給>

歴、年齢の同じ者同士を比較

1,090円 0.27％〔行政職(一)…現行給与 408,472円 平均年齢43.5歳〕○ 民間給与との較差

(注) (注)俸給等の改定に伴い諸手当の額が増減する分〔俸給 988円 はね返り分 102円〕

昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年<ボーナス>

間の支給月数を比較

4.12月（公務の支給月数 3.95月）○ 民間の支給割合

２ 給与改定の内容と考え方

<月例給>

(1) 俸給表

① 行政職俸給表(一）

改定率 平均0.3％ 世代間の給与配分の見直しの観点から若年層に重点を置いて改定

初任給 民間との間に差があることを踏まえ１級の初任給を2,000円引上げ

行政職(一）との均衡を基本に改定（指定職俸給表は改定なし）② その他の俸給表

(2) 初任給調整手当

医療職俸給表(一)の改定状況を勘案し改定

(3) 通勤手当

交通用具使用者に係る通勤手当について、民間の支給状況等を踏まえ使用距離の区分に応じ

100円から7,100円までの幅で引上げ

(4) 寒冷地手当

新たな気象データ（メッシュ平年値2010）に基づき、支給地域を見直し

<ボーナス>

民間の支給割合に見合うよう引上げ 3.95月分→4.10月分

勤務実績に応じた給与を推進するため引上げ分を勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期

26年度 期末手当 1.225月（支給済み） 1.375月（改定なし）

勤勉手当 0.675月（支給済み） 0.825月（現行0.675月）

27年度 期末手当 1.225月 1.375月

以降 勤勉手当 0.75 月 0.75 月
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[実施時期等]

・月例給：俸給表、初任給調整手当及び通勤手当は平成26年４月１日

寒冷地手当は平成27年４月１日（所要の経過措置）

・ボーナス：法律の公布日

Ⅲ 給与制度の総合的見直し

次のような課題に対応するため、俸給表、諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直しを勧告

○ 民間賃金の低い地域における官民給与の実情をより適切に反映するための見直し

○ 官民の給与差を踏まえた50歳台後半層の水準の見直し

○ 公務組織の特性、円滑な人事運用の要請等を踏まえた諸手当の見直し

１ 地域間の給与配分の見直し、世代間の給与配分の見直し

［俸給表等の見直し］

民間賃金水準の低い12県を一つのグループとした場合の官民較差と全国① 行政職俸給表(一)

の較差との率の差（2.18ポイント（平成24年～26年の平均値 ）を踏まえ、俸給表水準を平均）

２％引下げ。１級（全号俸）及び２級の初任給に係る号俸は引下げなし。３級以上の級の高位

号俸は50歳台後半層における官民の給与差を考慮して最大４％程度引下げ。40歳台や50歳台前

半層の勤務成績に応じた昇給機会の確保の観点から５級・６級に号俸を増設

行政職(一)の平均改定率と同程度の引下げ改定② 指定職俸給表

行政職(一)との均衡を基本とし、各俸給表における50歳台後半層の③ ①及び②以外の俸給表

在職実態等にも留意しつつ引下げ。医療職(一)については引下げなし。公安職等について号俸

を増設

委員、顧問、参与等の手当の改定、55歳超職員（行政職(一)６級相当以上）の俸給④ その他

等の1.5％減額支給措置の廃止等

［地域手当の見直し］

級地区分を１区分増設。俸給表水準の引下げに合わせ支給割合を見直し① 級地区分・支給割合

１級地20％、２級地16％、３級地15％、４級地12％、５級地10％、６級地６％、７級地３％

＊ 賃金指数93.0以上の地域を支給地域とすることを基本（現行は95.0以上）

＊ １級地（東京都特別区）の支給割合は現行の給与水準を上回らない範囲内（全国同一水準

の行政サービスの提供、円滑な人事管理の要請等を踏まえると地域間給与の調整には一定の

限界）

「賃金構造基本統計調査 （平成15年～24年）のデータに基づき見直し（級地区② 支給地域 」

分の変更は上下とも１段階まで）

１級地以外の最高支給割合が16％となることに伴い、大規模空港区域内の官署に在勤③ 特例

する職員に対する支給割合の上限（現行15％ 、医師に対する支給割合（同）をそれぞれ16％）

に改定

２ 職務や勤務実績に応じた給与配分

円滑な異動及び適切な人材配置の確保のため、広域的な異動を行う職員の給(1) 広域異動手当

与水準を確保。異動前後の官署間の距離区分に応じて、300km以上は10％（現行６％ 、60km以）

上300km未満は５％（現行３％）に引上げ

公務が民間を下回っている状況等を踏まえ、基礎額（現行23,000円）を7,000(2) 単身赴任手当

円引上げ。加算額（現行年間９回の帰宅回数相当）を年間12回相当の額に引上げ、遠距離異動

に伴う経済的負担の実情等を踏まえ、交通距離の区分を２区分増設

本府省における人材確保のため、係長級は基準となる俸給月額の６％(3) 本府省業務調整手当

相当額（現行４％ 、係員級は４％相当額（現行２％）に引上げ）

管理監督職員が平日深夜に及ぶ長時間の勤務を行っている実態。災(4) 管理職員特別勤務手当

（ ）害への対処等の臨時・緊急の必要によりやむを得ず平日深夜 午前０時から午前５時までの間

に勤務した場合、勤務１回につき6,000円を超えない範囲内の額を支給

人事評価結果を反映した昇給効果の在り方については、今後の人事評価の運用状況(5) その他

等を踏まえつつ引き続き検討。技能・労務関係職種の給与については、今後もその在職実態や

民間の給与等の状況を注視
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３ 実施時期等

○ 俸給表は平成27年４月１日に切替え

○ 地域手当の支給割合は段階的に引上げ、その他の措置も平成30年４月までに計画的に実施

○ 激変緩和のための経過措置（３年間の現給保障）

○ 見直し初年度の改正原資を得るため平成27年１月１日の昇給を１号俸抑制

Ⅳ 雇用と年金の接続及び再任用職員の給与

○ 雇用と年金の接続

・ 公務の再任用は短時間が約７割、補完的な業務を担当することが一般的

・ 平成28年度に年金支給開始年齢が62歳に引き上げられ、再任用希望者が増加する見込み。職

、 、員の能力・経験の公務外での活用 業務運営や定員配置の柔軟化による公務内での職員の活用

60歳前からの退職管理を含む人事管理の見直しを進めていく必要

・ 本院としても引き続き、再任用の運用状況や問題点の把握に努めるとともに、民間企業にお

ける継続雇用等の実情 定年前も含めた人事管理全体の状況等を詳細に把握し 意見の申出 平、 、 （

成23年）を踏まえ、雇用と年金の接続のため適切な制度が整備されるよう積極的に取組

○ 再任用職員の給与

・ 転居を伴う異動をする職員の増加と民間の支給状況を踏まえ再任用職員に単身赴任手当を支給

［実施時期：平成27年４月１日］

・ 本年初めて公的年金が全く支給されない民間の再雇用者の個人別給与額を把握。今後もその

動向を注視するとともに、各府省の今後の再任用制度の運用状況を踏まえ、再任用職員の給与

の在り方について必要な検討

○ 公務員人事管理に関する報告の骨子

１ 国家公務員法等の改正事項に関する人事院の取組

(1) 国家公務員法等の改正

・ 内閣総理大臣は、新たに幹部職員人事の一元管理、幹部候補育成課程、機構及び定員に関

する事務等を行うこととなり、従来から行っていた事務も併せて担う組織として、内閣人事

局を設置

・ 人事院は、引き続き、人事行政の公正の確保及び労働基本権制約の代償機能を担う

・ 今後は、それぞれが担う機能を十全に発揮し、所掌する制度を適切に運用していくことが

重要

(2) 改正事項に関する人事院の取組の方向性

・ 幹部職員人事の一元管理について、公正確保の観点から意見を述べるなどの対応を行う

・ 任用、採用試験及び研修について、人事行政の公正の確保に絶えず留意しつつ、引き続き

所掌することとされた事務を適切に実施

・ 級別定数の設定・改正等について、人事院が労使双方の意見を聴取して作成した設定・改

定案を意見として提出すること等により、労働基本権制約の代償機能を的確に果たす

２ 能力・実績に基づく人事管理の推進

人事評価制度の運用の改善の取組への必要な協力を行うとともに、評価者向け研修等の実施を通

じ、各府省の人材育成を支援。評価結果の任免、給与等への適切な活用を各府省に要請

３ 女性の採用・登用の拡大と両立支援の推進

(1) 女性の採用の拡大に向けた取組

より多くの優秀な女性が試験を受験するよう、誘致活動の強化及び総合職試験の内容等の見直し

(2) 女性職員の登用に向けた研修の拡充等の取組

地方機関の女性職員を対象とする研修を拡充するなど、女性職員の登用に向けた研修を充実
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(3) 育児・介護のための両立支援策の検討

・ 育児について、職員の具体的なニーズ、民間企業における両立支援策の措置状況等を精査

しながら、育児時間等の在り方について検討

・ 介護について、セミナー等を開催し、必要な情報の提供や職員の具体的ニーズの把握を行う

・ 在宅勤務等のテレワークについて、利用する職員の勤務時間管理の在り方等について検討

(4) 男性職員の育児休業等両立支援制度の利用促進

各府省に対して男性職員に育児休業等の両立支援制度の活用を促すよう要請するとともに、意

識啓発のためのセミナーを開催

４ 勤務環境の整備

(1) 長時間労働慣行の見直し

民間企業における取組状況や超過勤務が生じる要因等に関する職員の意識について調査を行

い、より実効性のある超過勤務の縮減策について検討

(2) ハラスメント防止対策

・ セクハラ防止研修の実施徹底や受講促進、苦情相談体制の整備等の措置を一層充実していく

必要

・ 民間企業のパワハラ防止の取組等を参考にハンドブックを作成し配布するなど意識啓発を促

進

(3) 心の健康づくりの推進

職員が円滑に職場復帰できるよう、試し出勤等の活用を促す。心の不調者の発生を未然に防ぐ

観点から、ｅ－ラーニング教材を作成し配布するとともに、職場環境改善の取組を推進

(4) 非常勤職員の勤務環境の整備

採用後一定期間継続勤務した後の夏季における弾力的な年次休暇付与について所要の措置を講

じる

５ 平成27年度採用試験等の見直し

総合職試験における外部英語試験の活用及び試験日程の後ろ倒しの円滑な実施に向けて準備を推

進

６ 研修の充実

より効果的な研修を実施すべく、新たな研修技法の開発やカリキュラム作成等に取り組む


